
 

 

 

 

 

 

 

 

 

港湾における管理型海面最終処分場の高度利用の指針 
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はじめに 
 

「港湾における管理型海面最終処分場の高度利用の指針」（以下「指針」という。）は、港湾における

管理型海面最終処分場での底面遮水層を貫通する杭打設に係る諸手続き並びに杭打設の施工方法及び

打設の際の留意事項等について最新の知見をとりまとめたものである。 

本指針の前身である「港湾における管理型海面最終処分場の高度利用の手引き（案）」（平成 29 年 3

月、以下「手引き」という。）は、平成 26年度に東京港の中央防波堤外側埋立処分場において実施され

た杭打設試験工事及び、平成 28 年度に尼崎西宮芦屋港の尼崎沖埋立処分場において実施された杭打設

試験工事の結果を踏まえ、当時の最新の知見がとりまとめられたものである。 

手引きのとりまとめにあたっては、平成 26年度から平成 28年度にかけて国土交通省港湾局が発注し

た「管理型海面最終処分場の早期安定化及び利用高度化に関する検討業務」の下で、一般財団法人みな

と総合研究財団において、「管理型海面処分場の早期安定化及び利用高度化技術に関する委員会（委員

長：嘉門雅史 一般社団法人環境地盤工学研究所理事長）」及び「利用高度化技術分科会」が設置された。 

手引きの公開後、平成 29 年度に東京港防波堤外側埋立処分場及び尼崎西宮芦屋港の尼崎沖処分場に

おいて実施された杭引抜試験工事によって、手引きの公開時には知見がなかった廃棄物地盤を貫通した

杭の外周面における廃棄物の連れ込み状況が明らかになった。 

これらの杭引抜試験工事で得られた新たな知見を踏まえ、今般、「港湾における管理型海面最終処分

場の高度利用の手引き（案）」を「港湾における管理型海面最終処分場の高度利用の指針」として改定

した。 

指針への改定にあたっては、平成 30 年度に国土交通省港湾局が発注した「管理型海面最終処分場の

利用高度化に関する検討業務」の下で、一般財団法人みなと総合研究財団において、「管理型海面処分

場の利用高度化技術に関する委員会（委員長：嘉門雅史 一般社団法人環境地盤工学研究所理事長）」を

設置した。 

 

これまで、管理型海面最終処分場において、底面遮水層を貫通する杭の打設実績は三重管杭工法のみ

であったが、本指針では、既往の研究成果や杭打設試験工事の結果、二重管杭工法であっても杭打設に

より廃棄物を連れ込まないこと、また、底面遮水層を貫通しない条件下での透水試験において、杭周面

からの保有水等の移流の影響がほとんどないことが確認されたことを踏まえ、事業期間の短縮及び事業

費の削減を図ることが可能となると考えられる二重管杭工法を推奨することとした。一方、三重管杭工

法については、この工法以外の工法では遮水性が保証できないような場合等、二重管杭工法が使用でき

ない特殊な条件の下で使用するものとした。なお、単管杭工法については、杭打設による廃棄物の連れ

込みなどの問題が多いことから、現時点では推奨しないこととした。 

なお、港湾における管理型海面最終処分場については、底面遮水層の層厚や透水性、埋め立てられて

いる廃棄物の種類や性状等が処分場によって様々であり、本指針に記載している方法を画一的に適用す

ることは困難であることから、各処分場の状況を適切に把握し、本指針を参考としつつ、施工業者の判

断によって、現場状況に即した適切な方法で施行される必要がある。 

加えて、底面遮水層を貫通する杭を打設する場合、厳格な施工が求められるが、今後、本指針を参考

にした実績を積み上げることで、より合理的な工法や適切な工法については、本指針の内容に反映して

いく必要がある。 



 

改訂時（平成 30年度） 

管理型海面処分場の利用高度化技術に関する委員会名簿（五十音順） 

 

委員長 嘉門 雅史 一般社団法人 環境地盤工学研究所 理事長 

副委員長 土田 孝 広島大学大学院 教授 

委員 遠藤 和人 国立研究開発法人 国立環境研究所 

  福島支部汚染廃棄物管理研究室 室長 

委員 勝見 武 京都大学大学院 教授 

委員 菊池 喜昭 東京理科大学 教授 

委員 島岡 隆行 九州大学大学院 教授 

委員 宮脇 健太郎 明星大学 教授 

委員 森脇 武夫 広島工業大学 教授 

委員 渡部 要一 北海道大学大学院工学研究院 教授 

 

関係機関 国土交通省 港湾局 海洋･環境課 

関係機関 環境省 環境再生･資源循環局 廃棄物適正処理推進課 

関係機関 国土交通省 関東地方整備局 港湾空港部 

関係機関 国立研究開発法人 海上･港湾･航空技術研究所 港湾空港技術研究所 地盤研究領域 

関係機関 東京都 港湾局 港湾整備部 

関係機関 大阪湾広域臨海環境整備センター 

関係機関 国土交通省 近畿地方整備局 港湾空港部 

関係機関 兵庫県 県土整備部 土木局 港湾課 

 

事務局 

 

事務局 太田 正規 一般財団法人 みなと総合研究財団 主任研究員 

事務局 石山 孝義 一般財団法人 みなと総合研究財団 主任研究員 

事務局 平尾 隆行 中電技術コンサルタント株式会社 都市整備部 部長 

事務局 竹本 誠 中電技術コンサルタント株式会社 都市整備部 グループ長 

 



 

手引き（案）作成時（平成 26年度～平成 28 年度） 

管理型海面処分場の早期安定化及び利用高度化技術に関する委員会名簿（五十音順） 

 

委員長 嘉門 雅史 一般社団法人 環境地盤工学研究所 理事長 

副委員長 土田 孝 広島大学大学院 教授 

委員 遠藤 和人 国立環境研究所 資源循環・廃棄物研究センター 

  循環利用・適正処理処分技術研究室 主任研究員 

委員 勝見 武 京都大学大学院 教授 

委員 菊池 喜昭 東京理科大学 教授 

委員 島岡 隆行 九州大学大学院 教授 

委員 宮脇 健太郎 明星大学 教授 

委員 森脇 武夫 国立呉工業高等専門学校 教授 

委員 渡部 要一 北海道大学大学院工学研究院 教授 

 

関係機関 国土交通省 港湾局 海洋･環境課 

関係機関 国土交通省 港湾局 技術企画課 技術監理室 

関係機関 国土交通省 関東地方整備局 港湾空港部 海洋環境・技術課 

関係機関 国土交通省 近畿地方整備局 港湾空港部 海洋環境・技術課 

関係機関 環境省 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 企画課 

関係機関 環境省 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課 

関係機関 環境省 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 産業廃棄物課 

関係機関 東京都 港湾局 港湾整備部 

関係機関 兵庫県 県土整備部 土木局 港湾課 

関係機関 大阪湾広域臨海環境整備センター 

関係機関 国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 

関係機関 一般社団法人 日本埋立浚渫協会 

 

 

 

上記のほか、以下の機関にも委員会の開催を案内し、適宜傍聴いただきました。 

横浜市港湾局企画調整部、大阪府港湾局経営振興課、大阪市港湾局計画整備部、尼崎市経済環境局

環境部、神戸市みなと総局技術部計画課、広島県土木局空港港湾部、広島県環境県民局産業廃棄物対

策課、北九州市港湾空港局整備部、公益財団法人愛知臨海環境整備センター、公益財団法人岡山県環

境保全事業団、ひびき灘開発株式会社 

 



 

利用高度化技術分科会名簿（五十音順） 

 

委員 遠藤 和人 国立環境研究所 資源循環・廃棄物研究センター 

  循環利用・適正処理処分技術研究室 主任研究員 

委員 勝見 武 京都大学大学院 教授 

委員 菊池 喜昭 東京理科大学 教授 

委員 森脇 武夫 国立呉工業高等専門学校 教授 

委員 渡部 要一 北海道大学大学院工学研究院 教授 

 

 

事務局 

 

事務局 小田 勝也 一般財団法人 みなと総合研究財団 主席研究員 

事務局 池田 秀文 一般財団法人 みなと総合研究財団 主席研究員 

事務局 木村 和正 一般財団法人 みなと総合研究財団 主任研究員 

事務局 谷 政史 一般財団法人 みなと総合研究財団 研究員 

事務局 平尾 隆行 中電技術コンサルタント株式会社 都市整備部 グループマネージャー 

事務局 竹本 誠 中電技術コンサルタント株式会社 都市整備部 グループリーダー 
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用語の説明 

本指針で使用する用語について、以下に説明する。 

1) 海面最終処分場 

廃棄物の水面埋立処分を行う目的で海面に建設された廃棄物最終処分場。 

2) 管理型海面最終処分場 

海面最終処分場のうち産業廃棄物の管理型最終処分場及び一般廃棄物最終処分場（本指針中での

定義）。 

3) 廃棄物処理法 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年 12 月 25 日法律第 137 号）。 

4) 基準省令 

一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令（昭和

52年総理府・厚生省令第 1号）。 

5) 廃棄物 

廃棄物処理法で定める、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動

物の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによっ

て汚染された物を除く）。 

6) 廃止 

廃棄物処理法第 9条第 5項（第 15条の 2の 6第 3項により準用する場合を含む。）に基づく廃止

（平成 4年 7月 4日から平成 10年 6月 16 日の間は廃止の届出が提出された状態。）。 

廃棄物処理施設としての規制を受けなくとも、そのままであれば生活環境の保全上の問題が生じ

るおそれがなくなった状態。 

7) 土地の形質の変更 

土地の形状又は性質の変更（例えば、宅地造成、土地の掘削、開墾等の行為）。 

8) 施工 

廃棄物埋立地の土地の形質を変更する盛土、掘削、舗装、工作物の設置、既存構造物の改変等の

工事。 

9) モニタリング 

土地の形質の変更行為の着手前と工事完了後の一定期間、廃棄物の飛散・流出、悪臭、可燃性ガ

ス、保有水等や浸透水の水質、周縁地下水の水質、及び地盤・構造物の変位等、生活環境保全上

生ずるおそれのある支障について調査・監視すること。 

10) 保有水等 

保有水、雨水及び遮水工で締め切られた内部の海水等、埋立地内に存在する水。 

11) 周縁地下水 

基準省令で定める埋立地の周縁の地下水。水面埋立処分を行う最終処分場にあっては、周辺の水

域又は周縁の地下水。 

12) 表層利用 

土砂等による覆い（覆土）の機能を残存するような掘削のみを行って、盛土や構造物の設置など

を行う利用。 



 

 

13) 中層利用 

覆土と廃棄物の掘削をしても、遮水工、保有水等集排水設備又は浸透水集排水設備、地下水集排

水設備等の形質を変更しない利用。 

14) 底層利用 

遮水工、保有水等集排水設備又は浸透水集排水設備、地下水集排水設備等の設備を改変する利用

又は廃棄物埋立地の底部までの掘削を行う利用。 

15) 高度利用 

廃止前を含む処分場跡地において、底層利用や廃棄物層の地盤改良を伴うような大型構造物を設

置する利用（下図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 土地利用区分 

 

16) 利用高度化技術 

15)「高度利用」を可能とするための対策技術。 

17) 埋立廃棄物等 

廃棄物埋立地に存在する廃棄物、及び廃棄物に接触し汚染された可能性を有する土砂。 

18) 不透水性地層 

基準省令に定めるように、地下の全面に厚さが 5m 以上であり、かつ透水係数が 100nm/sec（岩

盤にあってはルジオン値が 1）以下である地層又はこれと同等以上の遮水の効力を有する地層。

本指針では、「底面遮水層」を在来粘性土地盤としている管理型海面最終処分場を対象としてお

り、「不透水性地層」と「底面遮水層」は同じ意味。 

19) 廃プラ等未焼却の廃棄物 

未分別、未焼却の生ごみや不燃物等が混在した廃棄物。 

20) 焼却灰等 

廃棄物焼却施設（一般廃棄物焼却施設と産業廃棄物焼却施設）から排出される焼却灰、ばいじん、

燃え殻等。 

 



 

 

21) 二重管杭工法 

本指針における推奨工法。オールケーシング工法により廃棄物掘削･除去し、廃棄物のない空間

に本杭を打設する工法。手引き及び参考資料では「二重管基礎杭工法」として紹介している。 

22) 三重管杭工法 

オールケーシング工法により廃棄物を掘削･除去し、廃棄物のない空間に外周管及び本杭の 2 本

の杭を打設し一体化する工法。手引き及び参考資料では「三重管基礎杭工法」として紹介してい

る。 

23) 単管杭工法 

打撃あるいは中掘り圧入により廃棄物地盤に直接本杭を打設するとともに、ハンマーグラブ等に

より杭内の廃棄物を掘削除去する工法。手引き及び参考資料では「一重管基礎杭工法」として紹

介している。 
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1.  序説 

1.1  背景 

本指針は、管理型海面最終処分場において、底面遮水層を貫通する杭打設の実施にあたり必要となる

事前調査、施工方法、事後のモニタリング等を中心として、管理型海面最終処分場の高度利用技術をと

りまとめたものである。 

【解 説】 

港湾事業においては、港湾機能を十分に発揮する観点から、管理型海面最終処分場において杭打設を

伴う底層利用を必要とする事例がある。一方、管理型海面最終処分場においては、廃棄物処理法に基づ

き、都道府県知事により廃止の確認を受けるまでの間、遮水工等の構造基準を遵守し、また、廃止の確

認を受けた後においては、土地の形質の変更にあたって、遮水工等の機能を維持する必要があるため、

結果として海面最終処分場の跡地利用の実例が少ないのが実情である。 

「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガイドライン」（平成 16年、廃棄物最終処分場跡地形質変更に

係る基準検討委員会）においては、底面遮水層を貫通する杭打設工法について言及されているものの、

工法の採用にあたっては実験等を含めた十分な調査・検討が必要であると位置づけられている。港湾事

業における本工法の実績は、東京港臨海道路第（Ⅱ）期事業のうち、廃棄物処分場に位置する橋梁下部

工における三重管杭工法など数例に留まっており、杭打設を伴う底層利用の実施のための、より経済的

かつ合理的な杭打設技術の確立が望まれている。 

既往技術以外の杭打設工法については、室内試験における実験的な検討により遮水機能の維持は確認

されており、実際の施工方法が確立すれば実現可能であることが示唆されていた。この実験的な検討結

果を受けて、三重管杭工法よりも施工が簡便かつ安価な二重管杭工法及び単管杭工法について、実際の

管理型海面最終処分場における実証試験が実施された。この実証試験により得られた知見を基に、これ

らの工法の管理型海面最終処分場への適用性について技術的な検討を行い、底面遮水層を貫通する杭打

設の実施にあたり必要となる事前調査、施工方法、事後のモニタリング等を中心として、管理型海面最

終処分場の高度利用技術をここに指針としてとりまとめた。 

 

1.2  目的 

本指針は、適正な施工を確保することで生活環境の保全を図ることに加え、適切な工法の選択による

工費及び工期の適正化を図ることで、管理型海面最終処分場における有効な土地の活用を促進すること

を目的とするものである。 

【解 説】 

本指針は、平成 16 年に改正された廃棄物処理法に基づき、廃棄物が地下にある土地の形質の変更の

うち、特に杭を打設する際に、施工方法の基準に沿った事前調査、施工及びモニタリングの内容を示す

ことにより、その適正な施工を確保することで生活環境の保全を図ることに加え、適切な工法の選択に

よる工費及び工期の適正化を図ることで、管理型海面最終処分場における有効な土地の活用を促進する

ことを目的とする。 
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1.3  適用範囲 

本指針は、底面遮水層を在来粘性土地盤としている管理型海面最終処分場のうち、埋立処分が終了し

廃止に向けた維持管理を行っているもの又は廃止後のものを対象とした底面遮水層を貫通する杭の施

行に適用する。 

【解 説】 

本指針は、底面遮水層を在来粘性土地盤としている管理型海面最終処分場（一般廃棄物、産業廃棄物）

のうち、図 1-1 のとおり、埋立処分が終了し廃止に向けた維持管理を行っているもの（内部仕切設備に

より区画して埋立処分を行うものについては、埋立処分が終了した区画）又は廃止後のものを対象とし、

高度利用を目的とした底面遮水層を貫通する杭の施行に適用する（図 1-2、図 1-3 に本技術の適用イメ

ージを示す）。 

なお、廃棄物が地下にある土地の形質の変更の施行にあたっては、「最終処分場跡地形質変更に係る

施行ガイドライン」の適用を前提としている。 

 

 

図 1-1 管理型海面最終処分場のライフサイクルと本指針の適用範囲 
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図 1-2 本技術の適用イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 海面処分場への杭打設イメージ 

 

従来の跡地利用（緑地） 利用高度化が可能（橋脚等） 

本
技
術
の
適
用 

《写真提供》東京都港湾局 
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1.4  廃棄物処理法に基づく手続き 

管理型海面最終処分場において底面遮水層を貫通する杭を打設する場合、下記の通り、当該処分場が、

廃止の前なのか後なのかによって適用される廃棄物処理法の手続きが異なる。いずれも、当該処分場が

設置されている都道府県等の環境部局が、具体的事案に即した判断を行うこととなる。 

【解 説】 

 ①  廃止前の場合の手続き 

廃止前の管理型海面最終処分場において、一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設の最終処分場

の構造及び設備に係る変更であって、遮水層に関する変更がある場合、廃棄物処理法第 9条及び法第 15

条の 2の 6による、一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設の変更の許可の申請（市町村が設置す

る最終処分場については、廃棄物処理法第 9条の 3第 8項に基づく都道府県知事への届け出）の対象と

なる。 

手続きを行うべき主体：廃棄物処理施設の設置許可を取得している者 

具 体 的 手 続 き：変更許可申請、公告・縦覧等（手続きに関する期間は、廃棄物処理施設が
設置されている都道府県等の環境部局との協議により決定） 

必 要 な 書 類 の 一 覧：下記の通り 

＜届出書類の記載事項＞ 

届出者の氏名及び住所、廃棄物処理施設の設置の場所、廃棄物処分施設の種類、許可の年月日及

び許可番号、変更の内容、変更の理由、変更のための工事の着工予定年月日及び変更後の使用開

始予定年月日 等 

＜添付書類＞ 

変更後の廃棄物処理施設の構造を明らかにする設計計算書、施行規則第３条第２項各号又は第 

１１条第３項各号に掲げる事項に係る変更がある場合には、変更後の維持管理に関する計画を記

載した書類 、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び図面、変更後の廃棄

物処理施設の維持管理に関する技術的能力を説明する書類、変更後の廃棄物処理施設の維持管理

に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類 等 

 

 ②  廃止後の場合の手続き 

廃止後の管理型海面最終処分場跡地を高度利用する場合には、廃棄物処理法第 15 条の 19、施行規則

第 12条の 35、36 による土地の形質の変更の届出の対象となる。 

手続きを行うべき主体：形質変更を行う者 

具 体 的 手 続 き：30日前までに届出、必要に応じて変更指示への対応 

必 要 な 書 類 の 一 覧 ：下記の通り 

＜届出書類の記載事項＞ 

届出者の氏名及び住所、指定区域の所在地、土地の形質の変更の種類、場所及び施工方法、地下

にある廃棄物の種類、廃棄物の搬出の有無及び搬出先、着手及び完了予定日 等 

＜添付書類＞ 

土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした図面、廃棄物埋立地設備の位置関係を把握

できる平面図、断面図等、土地の形質の変更の施行に当たって周辺の生活環境に及ぼす影響につ

いて実施する調査の計画書及び土地の形質の変更の施行に係る工事計画書 等 
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1.5  指針の体系 

本指針では、2 章において底面遮水層を貫通する杭を打設するにあたっての事前調査、3 章において

杭を打設するにあたっての工法の選定方法及び施工の際の留意点、4 章において杭打設後のモニタリン

グ、5 章において円滑な事業実施のための留意事項について示す。さらに、参考資料として、管理型海

面最終処分場の高度利用事例、高度利用技術及び試験工事の結果等を紹介する。 
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2.  事前調査 

底面遮水層を貫通する杭の打設に必要な情報を得るため、既往資料の調査やボーリング等試掘を実施

し、下記に示す埋立廃棄物に関する調査、底面遮水層（在来粘性土層）に関する調査及び底面遮水層よ

り深い位置に存在する帯水層に関する調査を実施する。加えて、廃棄物埋立地内部及び地表面における

可燃性ガス等の調査など、「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガイドライン」に準拠した内容の事前

調査を行う。 

【解 説】 

管理型海面最終処分場の廃止前（廃棄物の埋立処分終了から処分場を廃止するまでの維持管理期間

中）にボーリング等の試掘が底面遮水工の遮水性に影響を及ぼすおそれがある場合には、廃棄物処理法

第 9 条又は第 15 条の 2 の 6 に基づく変更の許可（市町村が設置する最終処分場については、廃棄物処

理法第 9条の 3第 8項に基づく都道府県知事への届出）が必要である。 

一方、当該海面最終処分場の廃止後におけるボーリング等の試掘は、土地の形質変更にあたることか

ら、廃棄物処理法第 15条の 19に基づき、事前に都道府県知事に届け出なければならない。 

 

2.1  埋立廃棄物等に関する調査 

2.1.1  資料等調査による確認 

管理型海面最終処分場への杭打設にあたっては、廃棄物層を経由して底面遮水層の形質を変更するこ

とから、杭打設地点に埋め立てられている廃棄物の種類や埋立区画、成層状態の概要を把握する。 

資料等調査では、これまでに受け入れられた廃棄物の種類に関する資料や埋立造成履歴（廃棄物の投

入履歴）等、後述するボーリング等試掘における調査内容の立案や杭打設工法の選定にあたり有効とな

る既往資料の調査、必要により管理者へのヒアリング調査を行う。 

 

2.1.2  廃棄物層厚（層構成）と埋立廃棄物等の種類の確認 

資料等調査結果及び当該結果を踏まえたボーリング等試掘により、埋立廃棄物層厚、埋立廃棄物等の

種類、埋立廃棄物等の層構成を確認するとともに、組成試験を行う。特に、杭の打設により底面遮水層

へ連れ込まれる可能性がある石材やコンクリートがら、針金、未燃焼の廃棄物（紐類）などについては、

それらの有無が杭打設工法を選定する際の制約となるため、適切な杭打設工法を選定するための基礎的

条件として必要となる。 

 

2.1.3  廃棄物層の地盤強度の確認 

原位置における埋立廃棄物等の硬軟、締まり具合等を把握するために廃棄物層の地盤強度の確認を行

う。確認方法は、廃棄物層を対象とした標準貫入試験、平板載荷試験、スウェーデン式サウンディング

試験等による（※）。 

 

2.1.4  保有水等の観測 

施工中における打設状況の確認（杭先端部の廃棄物目視確認及び杭内水位観測）を実施する際の、杭

内の水位設定に資するため、保有水等の水位を観測する。 

 
※ 管理型海面最終処分場における廃棄物埋立地盤の特性については、松井、嘉門らによる現地調査及び

室内試験結果について取りまとめられた研究資料があるので、それらも参考にされたい。 
資料名：松井保･嘉門雅史･油谷進介･西川輝廣：大阪湾フェニックス事業における埋立地盤の特性、
土と基礎、Vol45、No.4、pp17～20、1997 
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2.2  底面遮水層（在来粘性土層）に関する調査 

2.2.1  既往調査結果の確認 

底面遮水層（在来粘性土層）は、廃棄物等の埋立てにより生じる圧密により、上端･下端深度、厚さ、

透水係数が管理型海面最終処分場の整備当時（埋立前）から変化していることが考えられる。このため、

まず、既往調査結果により管理型海面最終処分場の整備当時の在来地盤の状況を把握する。 

 

＜確認項目＞ 

底面遮水層の上端･下端深度、単位体積重量、圧密特性、透水係数、液性･塑性限界等 

 

2.2.2  事前調査時点での土質特性の把握 

ボーリング調査により、現在（事前調査時点）の底面遮水層の上端･下端深度（厚さ）、遮水性（透水

係数）を確認するとともに、既往調査結果との比較により、底面遮水層の圧密の進行程度を確認する。 

また、底面遮水層の上端･下端深度（厚さ）を基に、施工中の確認（杭先端部の廃棄物目視確認）を

実施する深度の設定に資するものとする。 

なお、底面遮水層の下端深度の確認については、既往の調査結果によりその深度が明らかである場合

には、既往調査結果により推定しても差し支えない。また、ボーリングにより確認する場合、管理型海

面処分場周辺におけるボーリング柱状図等資料により、底面遮水層である在来粘性土層の下端面の大き

な起伏がないことを確認したうえで、管理型海面最終処分場の外側において実施しても差し支えない。 

 

＜調査項目＞ 

底面遮水層の上端･下端深度、単位体積重量、圧密特性、透水係数※、液性･塑性限界等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 底面遮水層の遮水性（透水係数）の確認にあたっては、森脇らによる圧密試験及び定ひずみ圧密試験
から求めた透水係数と、透水試験により求めた透水係数との関連についての研究資料があるので、そ
れらも参考にされたい。 
資料名：Takeo Moriwaki and Ken Umehara:Method for Determining the Coefficient of Permeability 
of Clays:Geotechnical Testing Joumal,MARCH 2003,Vol.26,No.1 Paper ID GTJ200310715_261 



 

 2-3

2.3  底面遮水層より深い位置に存在する帯水層に関する調査 

これまで実施されてきた管理型海面最終処分場における実物大の試験施工では、廃棄物層を貫通して

底面遮水層内に杭を打設するものの、底面遮水層としての機能維持の観点から、杭は底面遮水層を貫通

していない。しかし、実利用においては、構造物の支持杭としての機能発揮の面から、杭は底面遮水層

を貫通して支持層まで打設する必要がある。 

底面遮水層（在来粘性土層）よりも深い位置の帯水層（支持層）が被圧している場合、事前にその存

在が明らかになっていない状況で底面遮水層を貫通する杭打設が行われると、被圧地下水が杭境界部や

杭内部を通じて地表面に噴出するおそれがあり、泥水処理や重機足場の軟弱化、現場継ぎ杭（溶接）の

品質低下などの発生が懸念される。 

これらの施工への悪影響を防ぐため、事前に地下水調査（帯水層の水位、水頭調査）を実施し、被圧

の有無、被圧の程度を確認することが重要であり、被圧が確認された場合には、特に、湧水の収集方法

や適正な処理方法について事前に検討する必要がある。 

また、底面遮水層を貫通する杭の打設によっても保有水等の移流や拡散がないことを確認するため、

周縁地下水について水質調査を行う必要がある。 

なお、地下水調査にあたっては、管理型海面処分場周辺におけるボーリング柱状図等資料により、地

層構成に大きな変化がないことを確認したうえで、管理型海面最終処分場の外側において実施しても差

し支えない。 

 

＜調査項目＞ 

○ 被圧帯水層の有無の確認のための地下水調査 

現場透水試験、間隙水圧測定、水位測定、流向観測 

○ 水質調査 

周縁地下水の水質分析項目について実施 
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3.  施工 

底面遮水層を貫通する杭打設にあたっては、杭打設により廃棄物を連れ込まないこと、底面遮水層の

損傷によっても遮水機能を維持する必要がある。具体的な施工の方法については、本章に定める他、「最

終処分場跡地形質変更に係る施行ガイドライン」に準拠するものとする。 

【解 説】 

底面遮水層である在来粘性土層に杭を打設した場合、杭打設時に杭周辺の粘性土は乱されるものの、

比較的早い時間で杭と粘性土が密着し遮水性が回復し、杭打設に伴う廃棄物等の連れ込みを生じさせな

い工法を採用すれば杭境界面での透水係数の上昇はほとんどないことが、既往の研究成果※や平成 26年

度東京港杭基礎杭打設試験工事（参考資料編3.Ⅱ.参照）により確認されている。 

底面遮水層を貫通する杭打設にあたっては、杭打設により廃棄物を連れ込まないこと、底面遮水層の

損傷によっても遮水機能を維持することが必要である。また、「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガ

イドライン」によると、確実に遮水性を確保できる施工方法であることを前提として、杭を打設しても

杭と地盤の境界の遮水性が低下しない場合は、廃棄物層下端から下部に不透水性地層が 5m 以上存在す

れば遮水性は確保できるとされている。 

杭打設工法は、これらの事項を満足する必要があり、管理型海面最終処分場に係る条件（廃棄物の種

類や遮水工の諸元など）や構造物設計から決まる杭仕様から、工法の適用性や経済性などを考慮した上

で、適切なものを選定しなければならない。 

 

3.1  杭打設工法の選定にあたっての諸条件 

底面遮水層を貫通する杭の打設工法の選定にあたっては、埋立廃棄物の種類や層構成、底面遮水層の

厚さや透水係数ならびに構造物設計から決まる杭仕様を基に、適切な工法を選定する。 

【解 説】 

3.1.1  管理型海面最終処分場に係る条件 

杭打設工法の選定に係る管理型海面最終処分場の条件は、以下のとおりである。 

○ 埋立廃棄物等の種類（性状）、層構成 

杭打設工法は、埋立廃棄物等の種類や層構成に応じた工法とすることが重要であり、特に、杭打設の

支障となり得る石材やコンクリートがら、針金、未燃焼の廃棄物（紐類）などが確認された場合には、

予め廃棄物を掘削除去するなどの対応が必要である。 

なお、廃棄物層の掘削にあたっては、発生ガス対策を行う必要がある。 

 

○ 底面遮水層の厚さ、遮水性（透水係数） 

杭打設工法は、底面遮水層への杭の打設によっても、基準省令による遮水工の構造基準に適合するも

のとする。 

 

 

 

 

※ 菊池喜昭･森脇武夫･勝見武･平尾隆行･蔦川徹･服部晃･岡本功一･山田耕一･佐々木広輝：管理型海面廃
棄物処分場に打設する基礎杭が底面遮水基盤に与える影響、港湾空港技術研究所資料、No.1252、2012 
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3.1.2  構造一般に係る条件（構造物設計から決まる杭仕様） 

構造物設計から決まる杭構造に係る条件は、以下のとおりである。 

○ 既成杭（鋼管杭、PHC 杭） 

鋼管杭については、管理型海面最終処分場の廃棄物層及び底面遮水層を貫通して打設した工事実績及

び廃棄物層を貫通し底面遮水層内まで打設した実証試験の実績を有しており、打設工法を適切に選定す

ることで、海面処分場の遮水性を確保した施工が可能となる。 

PHC 杭については、鋼管杭と同様な実績はなく、適用性が確認されていない。また、焼却灰等に含ま

れる塩化物などに起因した高濃度塩水とコンクリート表面が直接接触することにより生じる化学的浸

食（塩類劣化、硫酸塩劣化）によるコンクリートの劣化や、打設時の杭損傷による鉄筋等の腐食も懸念

されるため、適用にあたっては、打設工法や杭の防食について十分な検討、確認を要する。 

 

○ 場所打ち杭 

場所打ち杭については、管理型海面最終処分場の廃棄物層及び底面遮水層を貫通して打設した実績は

なく、適用性が確認されていない。適用にあたっては、オールケーシング工法により予め廃棄物を掘削

除去するとともに、外周管の打設により遮水性を確保することなど、十分な検討、確認を要する。 

 

また、構造物設計により、群杭の影響が考慮されるほどの狭い杭間隔である場合、杭間が狭いことに

よる底面遮水層の遮水性能への影響の有無が現状の知見では明らかでなく、実験的な検討や数値解析等

により遮水性能への影響を確認する必要がある。 
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3.2  廃棄物層を貫通する際の杭打設工法 

本指針では、廃棄物層を貫通する際の杭打設工法として、二重管杭工法を推奨する。 

【解 説】 

本指針に掲載する杭打設工法は、二重管杭工法（3.2.1 参照）、三重管杭工法（3.2.2 参照）及び単

管杭工法（打撃･廃棄物掘削除去併用工法、中掘り･廃棄物掘削除去併用工法）（3.2.2 参照）である。 

本指針で推奨する二重管杭工法は、オールケーシング工法により廃棄物を掘削･除去し、廃棄物のな

い空間に本杭を打設する工法であり、本杭周面と底面遮水層の密着により遮水性を確保する工法である。

この工法は、杭打設試験工事（参考資料編 3.Ⅱ.、Ⅲ.参照）により、杭打設によって杭先端部における

廃棄物の連れ込みが生じないこと、また、底面遮水層を貫通しない条件下での透水試験において、杭周

面からの保有水等の移流の影響がほとんどないことが確認されている。加えて、この工法は、三重管杭

工法をベースとし、外周管を省略したものであり、より効率的で安価な施工が可能となり、底面遮水層

を貫通する杭の打設工法として広く適用可能な工法となることから、本指針における推奨工法としてい

る。 

三重管杭工法は、オールケーシング工法により廃棄物を掘削･除去し、廃棄物のない空間に遮水性の

確保を目的とした外周管を打設した後、本杭を打設し外周管と一体化する工法である。この工法は、処

分場建設時の既往資料等により、底面遮水層が基準省令による遮水工の構造基準に規定される透水係数

及び厚さに余裕がないとされている場合、本杭に場所打ち杭を用いる場合、本杭表面に附属品による凹

凸があることで本杭周面の遮水性が損なわれる可能性がある場合など、この工法以外の工法では本杭周

面の遮水性が保証できないような、極めて特殊な条件下に限り、適用を検討するものである。 

なお、単管杭工法（打撃･廃棄物掘削除去併用工法、中掘り･廃棄物掘削除去併用工法）は、打撃あるいは

中掘り圧入により、廃棄物地盤に直接本杭を打設する工法である。この工法は、杭打設試験工事の結果か

ら、杭打設により廃棄物を連れ込むおそれが高いため、現時点では推奨しない。 
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3.2.1  二重管杭工法 

（1） 工法の概要 

二重管杭工法は、オールケーシング工法により廃棄物を掘削･除去し、廃棄物のない空間に本杭を打

設する工法であり、3.2.2 に示す三重管杭工法をベースとし、外周管を省略した効率的で安価な工法で

ある（図 3-1 参照）。 

この工法は、現地における実物大の実証試験の実績があり、杭打設により廃棄物を連れ込まないこと、

また、底面遮水層を貫通しない条件下での透水試験において、杭周面からの保有水等の移流の影響がほ

とんどないことが確認されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 二重管杭工法概念図 

 

（2） 技術の適用範囲 

様々な廃棄物による埋立地盤に対して適用可能である。 

 

（3） 技術的な特徴 

○ 三重管杭工法と比べ、オールケーシング工法による掘削廃棄物の量が少なくなる。 

○ ケーシングと本杭の間詰め材にセメント系の材料を使用する場合、廃棄物層内の温度を考慮する

必要がある（廃棄物層内が高温の場合、セメント系の間詰め材では硬化に支障をきたす可能性が

あり、流動化処理土などを用いることも考えられる）。 

○ 廃棄物層の掘削にあたっては、発生ガス対策を行う必要がある。 

○ 三重管杭工法よりも安価で短い期間での施工が可能である。 

 

（4） 施工手順の概要 

図3-2に、施工ステップと各施工ステップでの確認事項、主な施工機械を記載した施工概要図を示す。 

同図では、本杭の打設工法として中掘り工法を例にしているが、打撃工法でも差し支えない。 

杭打設にあたっては、まず、オールケーシング工法により、廃棄物層を貫通して底面遮水層（在来粘

性土層）上部から 1～2m程度まで削孔する。この時、底面遮水層を掘削した際の排土に廃棄物の混在が

確認された場合には、更にハンマーグラブ等により廃棄物等の除去を行う。当該排土に廃棄物が混在し

ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ工法で廃棄物層を掘削･除去 

本杭を打設し、ケーシングとの間に 
間詰め材（セメント系等）を注入 

ケーシング引抜き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物層

底面遮水層 

（在来粘性土層）

本杭 

支持層 

（砂礫層）

間詰め材

ケーシング
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ていないことが確認された後、孔底部における廃棄物の有無をカメラ観察により確認する。 

この時、万が一廃棄物が確認された場合には、同工法により更に排土し、再度、孔底部におけるカメ

ラ観察を行い、ケーシング内の廃棄物が完全に除去されていることを確認する。 

次に、廃棄物の除去完了深度から 2.5m 以上の深度を目安に本杭を打設する。本杭打設によっても遮

水性が確保されていることを確認するため、本杭水位を保有水等の水位より 2m程度下げ、24 時間以上

水位観測を行う。 

この時、万が一水位変動が確認された場合には本杭を更に 1m程度打設し、再度水位観測を行う。 

水位観測により遮水性が確認された後、設計深度まで本杭を打設し、ケーシングの撤去及び間詰めを

行う。 

なお、施工中における廃棄物の除去の確認及び杭内の水位観測については、底面遮水層を 5m 以上確

保した深度までに完了するものとする（“3.3 施工中における確認事項”参照）。 
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（5） 施工手順（概要図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 施工概要図（二重管杭工法） 

機械セット ｹｰｼﾝｸﾞ回転圧入 
廃棄物除去 
(ﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞ) 

杭内粘性土除去 
(ﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞ) 

杭内水位観測 
(24h) 

施
工
ス
テ
ッ
プ 

杭打設 杭打設 
(設計深度) 

地盤高確認 
杭芯確認 

廃棄物除去深度確認 
廃棄物除去完了確認 

管
理
ス
テ
ッ
プ 

杭芯確認 
打ち止め深度確認 

水位変化の確認 打ち止め深度確認 

水替工 

掘削後の杭内部の 
廃棄物目視 除去深度確認 

除去完了確認 

杭内水位調整 

ケーシング撤去 
間詰め工 

ｹｰｼﾝｸﾞ撤去完了確認 
間詰め完了確認 

杭
打
設
完
了 

主
な
施
工
機
械 

【ケーシング設置・撤去、杭内堆積物除去】 
・全周回転ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機 
・クローラクレーン 
・ハンマーグラブ 
・バックホウ 
・ダンプトラック 
・水替工（水中ポンプ、水槽） 

【本杭打設】 
・ｸﾛｰﾗ式杭打機 三点支持式 
ｵｰｶﾞｰﾓｰﾀ、ｵｰｶﾞｰｽｸﾘｭｰ搭載 

・ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 

杭
内
の
廃
棄
物
等
の
掘
削
除
去
が
必
要
な
範
囲
 

※底面遮水層（在来粘性土層）に 1～2m程度貫入した
時点で、ハンマーグラブによりケーシング内の廃棄
物等を除去する。この時、底面遮水層を掘削した際
の排土に廃棄物の混在が確認された場合には、更に
ハンマーグラブ等により廃棄物等の除去を行う。当
該排土に廃棄物が混在していないことが確認され
るまで廃棄物等の除去を繰り返す。 

 

※図中、本杭の打設工法として中掘り工法を例にしているが、打撃工法でも差
し支えない。 
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3.2.2  三重管杭工法 

（1） 工法の概要 

三重管杭工法は、オールケーシング工法により廃棄物を掘削･除去し、廃棄物のない空間に外周管及

び本杭の 2本の杭を打設し一体化する工法である（図3-3 参照）。 

予め廃棄物を掘削･除去することから、杭打設による廃棄物の連れ込みを防止することができる。ま

た、外周管を遮水層内に必要長根入れすることから、本杭打設の前段階において廃棄物層の保有水等の

移流を防ぐことが可能となる。 

この工法は、東京港臨海道路第（Ⅱ）期事業のうち、廃棄物処分場に位置する橋梁下部工において実

績がある。（参考資料編 3.Ⅰ.参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 三重管杭工法概念図（東京港臨海道路第（Ⅱ）期事業実績より） 

 

（2） 技術の適用範囲 

様々な廃棄物による埋立地盤に対して適用可能である。 

また、この工法は、処分場建設時の既往資料等により、底面遮水層が基準省令による遮水工の構造基

準に規定される透水係数及び厚さに余裕がないとされている場合、本杭に場所打ち杭を用いる場合、本

杭表面に附属品による凹凸があることで本杭周面の遮水性が損なわれる可能性がある場合など、本杭周

面の遮水性が保証できないときにも適用できる。 

 

（3） 技術的な特徴 

○ 廃棄物の掘削･除去後、外周管を打設することで新たな遮水構造が築造され、本杭打設による保

有水等の移流の問題が生じない。 

○ 通常のオールケーシング工法（二重管杭工法）と比べ、外周管打設、間詰材充填（外周管と本杭

ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ工法で廃棄物層を掘削･除去 

外周管を打設し、ケーシングとの間に 
間詰め材（流動化処理土）を充填 

ケーシング引抜き 

本杭を打設し、外周管との間に 
間詰め材（セメントミルク）を充填 

粘性土層等 
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の間）の工種が加わるため、保有水等の移流対策については安全側であるが、廃棄物層及び底面

遮水層への杭打設では、外周管の接触を防止するため、高い打設精度を必要とする。また、打設

杭数が多いため、施工期間が長期にわたる。 

○ 廃棄物層内の温度を考慮して間詰め材を選定する必要がある（廃棄物層内が高温の場合、セメン

ト系の間詰め材では硬化に支障をきたす可能性があり、流動化処理土などを用いることも考えら

れる）。 

○ 廃棄物層の掘削にあたっては、発生ガス対策を行う必要がある。 

 

（4） 施工手順の概要 

図3-4に、施工ステップと各施工ステップでの確認事項、主な施工機械を記載した施工概要図を示す。

同図では、外周管及び本杭の打設工法として中掘り工法を例にしているが、打撃工法でも差し支えない。 

杭打設にあたっては、まず、オールケーシング工法により、廃棄物層を貫通して底面遮水層（在来粘

性土層）上部から 1～2m程度まで削孔する。この時、底面遮水層を掘削した際の排土に廃棄物の混在が

確認された場合には、更にハンマーグラブ等により廃棄物等の除去を行い、当該排土に廃棄物が混在し

ていないことを確認する。 

次に、廃棄物の除去完了深度から 2.5m 以上の深度まで外周管を打設する。その後、ケーシングの撤

去及び間詰めを行う。次に、本杭を設計深度まで打設し、最後に、本杭と外周管の間詰めを行い、杭打

設を完了する。 
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（5） 施工手順（概要図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 施工概要図（三重管杭工法） 

機械セット ｹｰｼﾝｸﾞ回転圧入 
廃棄物除去 
(ﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞ) 
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工
ス
テ
ッ
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外周管打設 ケーシング撤去 
間詰め工 

杭打設 
(設計深度) 

地盤高確認 
杭芯確認 

廃棄物除去深度確認 
廃棄物除去完了確認 

ｹｰｼﾝｸﾞ撤去完了確認 
間詰め完了確認 

管
理
ス
テ
ッ
プ 

外周管 
杭芯確認 

打ち止め深度確認 

本杭 
杭芯確認 

打ち止め深度確認 

間詰め工 
(本杭、外周管) 

間詰め完了確認 
打設完了確認 

主
な
施
工
機
械 

【ケーシング設置・撤去、杭内堆積物除去】 
・全周回転ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機 
・クローラクレーン 
・ハンマーグラブ 
・バックホウ 
・ダンプトラック 

【本杭打設】 
・ｸﾛｰﾗ式杭打機 三点支持式 
ｵｰｶﾞｰﾓｰﾀ、ｵｰｶﾞｰｽｸﾘｭｰ搭載 

・ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 

杭
打
設
完
了 

※底面遮水層（在来粘性土層）に 1～2m程度貫入した
時点で、ハンマーグラブによりケーシング内の廃棄
物等を除去する。この時、底面遮水層を掘削した際
の排土に廃棄物の混在が確認された場合には、更に
ハンマーグラブ等により廃棄物等の除去を行う。当
該排土に廃棄物が混在していないことが確認され
るまで廃棄物等の除去を繰り返す。 

 

※図中、外周管及び本杭の打設工法は中掘り工法を例にしているが、打撃工法でも
差し支えない。 
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3.2.3  単管杭工法（打撃･廃棄物掘削除去併用工法、中掘り･廃棄物掘削除去工法） 

（1） 工法の概要 

単管杭工法は、杭を直接、打撃あるいは中掘り圧入によって廃棄物地盤に打設し、杭が廃棄物地盤を

貫通した後、杭内の廃棄物等を掘削除去し、杭先端部における廃棄物の連れ込み等が無いことを確認し

た上で、杭を設計深度まで打設する工法である（図3-5 及び参考資料編 2.参照）。 

杭打設試験工事（参考資料編 3.Ⅱ.、Ⅲ.参照）の結果、油圧ハンマー等を用いて杭を打設した場合に

は、廃棄物層を貫通した際に杭先端部への廃棄物の連れ込みが確認され、遮水性の低下も認められた。

他方、オーガースクリューを用いて廃棄物層を掘削した場合には、杭先端部への廃棄物の連れ込みは僅

かであり、遮水性の低下は認められなかった一方で、オーガースクリューに紐状の廃棄物が絡み付くな

どして掘進が不能になることや、オーガースクリューの回転により焼却灰等と保有水等が撹拌されて泥

状の状態になり排土が不能になるなど、オーガースクリューによる廃棄物層の掘削は困難な場合がある

ことが確認された。更には、杭引抜試験工事の結果（参考資料編 3. Ⅳ.参照）から、紐状の廃棄物が含

まれる廃棄物地盤では、廃棄物層を貫通した際に杭周面における廃棄物の連れ込みも確認された。この

ため、本工法については、現時点では採用してはならない。 

なお、本工法については、今後の技術の進展や知見の収集状況等を踏まえて、本指針の内容を見直す

ことも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 単管杭工法概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物層

底面遮水層 

（在来粘性土層） 

支持層 

（砂礫層）

本杭 

杭内の廃棄物等

は掘削除去する



 

 3-11 

3.3  施工中における確認事項 

二重管杭工法による底面遮水層を貫通する杭の打設にあたっては、本施工に先立ち試験杭を施工し、

廃棄物埋立地盤に対する施工性を確認する。本施工においては、施工中、杭打設による廃棄物の連れ込

みがないことと、杭周面における遮水性の低下がないことを確認する。 

【解 説】 

3.3.1  基本的な事項 

廃棄物層と底面遮水層を貫通する杭打設により懸念される事項は、主に以下の二点である。 

① 杭打設中における底面遮水層以深への廃棄物等の連れ込み 

② 杭打設後の杭周面との遮水性の低下 

杭打設によるこれらの事項を防止するために、杭打設時には次の事項を確認する（図3-6 参照）。 

○ ケーシング内の掘削底面の廃棄物目視（①を確認するために実施） 

○ 杭内水位観測（①及び②を確認するために実施） 

ケーシング内の廃棄物目視は、オールケーシング工法により底面遮水層（在来粘性土層）上部から 1

～2m程度の深度まで削孔した段階で実施する。 

杭内水位観測は、ケーシング内の廃棄物目視実施後、本杭を掘削底面から 2.5m 以上の深度を目安に

打設し（ただし、打設後の杭先端部から底面遮水層下端までの厚さを 5m以上確保すること）、杭内水位

を保有水等の水位より 2m程度下げた状態を初期値として、24時間以上実施する。これらの確認により、

廃棄物等の連れ込み及び杭周面の遮水性に問題がないことを確認した後、設計深度まで杭打設を行うも

のとする。 

二重管杭工法における施工中の確認は、施工直後の確認結果や、底面遮水層である在来粘性土層が正

規圧密状態で、廃棄物の連れ込みが生じていなければ、杭打設によっても比較的早い時間で杭と地盤が

密着して遮水性が回復し、底面遮水層の遮水性の低下はほとんどないことが、既往の研究成果※や平成

26年度東京港基礎杭打設試験工事（参考資料編 3.Ⅱ.参照）により確認されていることを参考に、頻度

を減らすことができる。 

なお、三重管杭工法については、適切な施工がされれば、オールケーシング工法により廃棄物が除去

され、外周管により遮水性が確保されているため、施工中の確認は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 菊池喜昭･森脇武夫･勝見武･平尾隆行･蔦川徹･服部晃･岡本功一･山田耕一･佐々木広輝：管理型海面廃
棄物処分場に打設する基礎杭が底面遮水基盤に与える影響、港湾空港技術研究所資料、No.1252、2012 
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図 3-6 施工中における確認事項の実施に関するイメージ図 

 

施工時における確認により、
問題が無いことを確認した
後、設計深度まで打設する。 
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3.3.2  試験杭の施工 

施工にあたっては、選定した杭打設工法の廃棄物埋立地盤に対する施工性を確認するために試験杭の

打設を実施する。 

試験杭は、本工事の最初の 1～2 本で実施する。底面遮水層表面に傾斜や不陸があったり、廃棄物層

と底面遮水層の境界部が不明瞭な場合は、事前の調査結果に基づき試験杭を増やす。試験杭の打設深度

は、万が一、異常が確認された場合の対応が可能となるように、杭先端部から底面遮水層を 5m 以上確

保する深度よりも浅い深度とし、杭内観察等実施時における突出長なども考慮して設定する。 

なお、通常の杭の打設にあたっては、杭としての施工性や打ち止め条件、載荷試験による支持力の確

認など、施工管理方法を確立するための資料収集を目的とした試験施工が実施される。この試験施工の

対象杭と、廃棄物層を貫通する際の杭打設工法に係る試験杭を併用しても差し支えない。 

 

3.3.3  確認事項 

施工中における確認事項は、ケーシング内の掘削底面の廃棄物目視により、本杭打設により連れ込まれ

る廃棄物がないことを確認することと、杭内水位観測によって本杭周面の遮水性が低下していないことを

確認することである。 
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（1） ケーシング内の掘削底面の廃棄物目視 

ケーシング内の掘削底面の廃棄物目視確認は、現段階では水中カメラ観察を基本とする。確実なカメ

ラ観察を行うために、主に以下の項目に留意し、必要に応じた対策を講じる。 

 

留意点①：焼却灰等が主体の廃棄物埋立地盤や土分が多く含まれている廃棄物埋立地盤では、ケーシ

ング内掘削の際に残存したケーシング内壁への付着物（土べラ）が、カメラ観察実施まで

の間に掘削底面に落下、堆積することで掘削底面が埋没する可能性があること。 

対 策①：ケーシング内掘削時に 20～30cm 程度を目安に余掘りを行い、排土に廃棄物が混在してい

ないことを確認する。 

 

留意点②：杭内水の濁りや浮遊物（フロック等）によりカメラ観察時の視界不良が生じる可能性があ

ること。また、杭内水の浮遊物（フロック等）の沈殿により、掘削底面に新たな堆積物が

生じる可能性があること。 

対 策②-1：杭先端部におけるカメラ観察を実施する段階毎に杭内の水替えを行う（以下、水替え実

施例を参照）。また、カメラ観察にあたっては、ケーシング内面や掘削底面に出来るだ

け接近させて撮影する。 

 

＜水替え実施例＞ 

○ ケーシング内の水位は周辺水位よりも 1m 程度低い状態を保ちながら行う（周辺の保有水等の水

位とケーシング内の水位の急激な水位差の発生による掘削底面の損傷を起こさないようにする

ため）。 

○ 杭内に水中ポンプを入れ、杭底からポンプ排水をしながら、杭頭から清水を注入する（水替え水

による掘削底面の損傷を起こさないようにするため）。 

○ 水替え時の排出水は、水プラント（水槽）に貯水し、うわ水は処分場内に排水する。 

○ 水替えは、必要により 2回（2日）に分けて実施する（参考①～③）。 

（参考） 

① 廃棄物除去完了日の午後：1回目の水替えを実施 

② 翌日午前：水中カメラ観察を実施、観察状況に応じて 2回目の水替えを実施 

③ 同日午後：水中カメラ観察を実施 

○ 1回の水替えには、杭内水量の 2～3倍程度の水を使用する。 

 

水替えにあたっては、カメラ観察時の視界を確実に確保するとともに、水替え後の掘削底面に浮泥等

の新たな堆積物を生じさせない対策を講じることが重要である。 

水替えに使用する水は、透明度が高く、浮遊物（フロック等）がない真水の使用が望ましいが、調達

が困難な場合には、海水や杭打設場所である管理型海面最終処分場の処理水を使用することが想定され

る。処理水を使用する場合には、凝集剤等を使用した水槽内での前処理や、塩分を含有している場合に

は鋼製以外の水槽を使用するなど、確実なカメラ観察を行うための工夫が必要になる場合がある。 

なお、ケーシング内の掘削底面において杭打設によって連れ込まれるおそれのある廃棄物（針金や未

焼却の廃棄物（紐状）等）が確認された場合には、、再度ハンマーグラブ等によりケーシング内を掘削
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し、排土に廃棄物が混在していないことを確認した上で、再度、ケーシング内の掘削底面のカメラ観察

を行いう。 

対 策②-2：処分場管理者の合意が得られれば、水替えに加え、凝集剤を使用することで、カメラ観

察時の視界を確保する（以下、“凝集剤の使用例”参照）。 

 

＜凝集剤の使用例＞ 

凝集剤（粉体）は、汚濁等に直接添加することでより高い効果が期待されるが、杭頭から杭内水面ま

での高低差が大きく、粉体の凝集剤を杭内の水中に直接投入することが困難な場合には、次のような方

法も考えられる。 

 

①水替えに使用する水を積載した散水車に凝集剤を添加し、水中ポンプを使用して水を循環させ、散水

車内で混合する（図 3-7 参照）。 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 凝集剤添加、水循環、散水車内混合 

 

②混合水を杭内に投入する（図3-8 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 混合水の杭内投入 

 

凝集剤添加 

水循環、散水車内混合 

混合水の杭内投入 



 

 3-16 

③杭内に投入した混合水を水中ポンプを用いて杭内水と混合（杭内で循環）する（図3-9 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 混合水と杭内水の混合 

 

混合水と杭内水の混合 
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（2） 杭内水位観測 

杭と底面遮水層の境界面における遮水性の確認は、杭打設後に杭内水位と周辺水位に水頭差を与え、

杭内水位の経時変化を観測する。 

杭内水位観測は、手動計測あるいは自動記録式水圧計により行うものとし、観測時間は 24 時間を基

本とする（手動計測頻度の例：0h（水位調整直後）、1h、3h、6h、12h、24h）。 

水頭差は、杭内廃棄物除去後の掘削底面の高さや杭の根入れ長、周辺水位などを考慮し、杭内の掘削

底面の盤ぶくれやパイピングの検討を行った上で可能な限り大きな値を設定する。 

水位変化量の程度の一例として、杭の底面遮水層への根入れ長 L=5m、水頭差 H=2m とした場合、基準

省令に示される透水係数の上限値 k=1.0×10-5cm/s に相当する一日（24時間）あたりの水位上昇値を求

めると、Δh=3mm 程度となる。 

Δt
Δh

Η
Lk  

ここに、 

昇の間に生じる水水位上：

：時間（観測時間）

：水頭差

：杭の根入れ長

：透水係数

ΔtΔh
Δt
H
L
k

 

3mm0.3456cm246060
500
200101.0 5- ≒＝＝＝ Δt

L
ΗkΔh  

なお、手動測定の際に用いられることが想定される水面検知式の水位計については、一般的な目盛間

隔は 2mm～10mm 程度であり、数ミリ単位での水位観測も可能であるが、大気圧の変動も考慮すること。 

確認された水位変化量が、この時の杭先端深度や在来粘性土そのものの透水係数等から求められる推

定値よりも大きい場合には、杭打設により底面遮水層の遮水性が低下した可能性が考えられるため、以

下のような対応を行う。 

○ 更に 24 時間以上観測を継続し、観測値と設定した水位変化量を対比することで底面遮水層の遮

水性の低下が生じているかどうかを確認する。 

○ 底面遮水層の遮水性の低下が確認される場合には、以下に示す対応の実施について検討する。 

 水位観測時における底面遮水層への杭の根入れ長が小さかったために水位変化が生じた可能性

がある。この場合、杭を更に深い深度まで打設し、底面遮水層への根入れを確保した上で再度

水位観測を行う。 

 杭打設による廃棄物等の連れ込みに起因する底面遮水層の遮水性の低下が生じている可能性が

ある。この場合、拡大掘削ビット及び底ざらいバケットによる孔底処理を実施し、杭を再打設

した後、再度水位観測を行う。 
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3.4  杭打設工法の選定の際の留意事項 

底面遮水層を貫通する杭の打設工法は、対象とする管理型海面最終処分場の状況を勘案した上で、杭

打設による施行基準に適合する工法を選定する必要がある。 

【解 説】 

底面遮水層を貫通する杭の打設工法の選定にあたっての留意事項を表 3-1 に示す。また、現時点にお

ける単管杭工法の課題を表 3-2 に示す。最終的には利用者が対象とする管理型海面最終処分場の状況を

勘案して選定する。 

なお、単管杭工法の内容については、参考資料編“2.単管杭工法について”に示す。 

 



 

 

3
-
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表 3-1 底面遮水層を貫通する杭の打設工法の選定にあたっての留意事項 

工  法 

項  目 
二重管杭工法 三重管杭工法 

杭打設工法の概要 

オールケーシング工法により廃棄物を掘削･除去し、廃棄

物のない空間に本杭を打設する工法。三重管杭工法にお

ける外周管を省略した工法。 

オールケーシング工法により廃棄物を掘削･除去し、廃棄物の

ない空間に遮水性確保のための外周管及び本杭の 2 本の杭を

打設し一体化する工法。 

杭打設工法の留意点 

ケーシングチューブの最小外径が 1m程度であるため、小

径の杭に適用する場合には掘削除去数量が多くなり経済

性に劣る可能性がある。 

実施工の実績があるものの、他工法に比べ施工コストが高く、

工期が長期にわたる。 

杭打設による施行基準項目※1 ① 杭打設に伴う底面遮水層以深への廃棄物等の連れ込み防止、② 杭打設後の杭周面の遮水性確保 

上記施行基準への適合を確認する方法 

（施工中における確認事項） 

① ・ケーシング先端部の廃棄物目視 適切な施工がされれば、オールケーシング工法により廃棄物

が除去され、外周管により遮水性が確保されているため、施

工中の確認は不要である。 
② ・杭打設後の杭内水位観測 

上記施行基準への適合が確認されなかっ

た場合の対応の一例 

① ・オールケーシング工法による掘削継続 

 
② 

・更に深い深度での水位観測の実施 

・杭引き抜き後、オールケーシング工法による再打設 

・杭打設位置変更 

実
績
の
有
無 

既
成
杭 

鋼管杭 
廃プラ等未焼却の廃棄物 試験工事の実績あり 実施工の実績あり 

焼却灰等 試験工事の実績あり 

本杭打設までに廃棄物は掘削･除去され、遮水性も確保される

ため、本杭の種類、廃棄物地盤の種類を問わない。 

コンクリ

ート杭 

廃プラ等未焼却の廃棄物 実績なし 

焼却灰等 実績なし 

場所打ち杭 
廃プラ等未焼却の廃棄物 実績なし 

焼却灰等 実績なし 

※1 施行基準項目については、「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガイドライン」における廃棄物埋立地の廃棄物による区分と施行方法にも準拠すること。 
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表 3-2 単管杭工法の課題 

工  法 

項  目 

単管杭工法 

打撃･廃棄物掘削除去併用工法 中掘り･廃棄物掘削除去併用工法 

杭打設工法の概要 

油圧ハンマー等の打撃により廃棄物埋立地盤に直接杭を打設し

た後、ハンマーグラブにより廃棄物の掘削･除去を行うとともに、

孔底処理によって杭先端部に連れ込まれた廃棄物を除去し、再び

打撃により杭を打設する工法。 

オーガースクリュー等により廃棄物埋立地盤を中掘りしながら杭を圧

入した後、ハンマーグラブ等により廃棄物を掘削・除去し、再び中掘り

圧入により杭を打設する工法。 

杭打設工法の留意点 

打撃による杭打設と杭内の廃棄物の掘削･除去の併用に加え、杭

先端部に連れ込まれた廃棄物を除去するための孔底処理を行う

ことを基本としており、必要な施工機材が多様となる。 

中掘りによる杭打設と杭内の廃棄物の掘削･除去の併用に加え、杭先端

部に連れ込まれた廃棄物を除去するための孔底処理を行うことを基本

としており、必要な施工機材が多様となる。 

オーガースクリューは廃棄物の掘削には適用が困難となるおそれがあ

ることに留意が必要である。 

針金や未焼却の廃棄物（紐状）の廃棄物を含む廃棄物地盤では、杭周面

における廃棄物の連れ込みが生じることが想定され、遮水性の低下が懸

念されることに留意する必要がある。 

PHC 杭については割れによる鉄筋の腐食や化学的浸食によるコンクリー

トの劣化が懸念される。 

杭打設による施行基準項目※1 ① 杭打設に伴う底面遮水層以深への廃棄物等の連れ込み防止、② 杭打設後の杭周面の遮水性確保 

上記施行基準への適合を確認する方法 

（施工中における確認事項） 

① 
・杭先端部の廃棄物目視 

・杭内水位観測 
① 

・杭先端部の廃棄物目視 

・杭内水位観測 

② ・杭内水位観測 ② ・杭内水位観測 

上記施行基準への適合が確認されなか

った場合の対応の一例 

① 
・杭引き抜き後、オールケーシング工法による再打設 

① 
・孔底処理の実施 

・杭引き抜き後、オールケーシング工法による再打設 

② 

・更に深い深度での水位観測の実施 

・補助的な工法の実施 

・杭引き抜き後、オールケーシング工法による再打設 

・杭打設位置変更 

② 

・更に深い深度での水位観測の実施 

・補助的な工法の実施 

・杭引き抜き後、オールケーシング工法による再打設 

・杭打設位置変更 

実
績
の
有
無 

既
成
杭 

鋼管杭 
廃プラ等未焼却の廃棄物 試験工事の実績あり※2 試験工事の実績あり※3 

焼却灰等 試験工事の実績あり※5 試験工事の実績あり 

コンクリ

ート杭 

廃プラ等未焼却の廃棄物  試験工事の実績あり※4 

焼却灰等  実績なし 

場所打ち杭 
廃プラ等未焼却の廃棄物   

焼却灰等   

※1 施行基準項目については、「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガイドライン」における廃棄物埋立地の廃棄物による区分と施行方法にも準拠すること。 
※2 H26 年度 東京港基礎杭打設試験工事では、施行基準項目①及び②への適合性が確認されなかった。 
※3 H26 年度 東京港基礎杭打設試験工事では、施行基準項目①に関して、杭先端部への廃棄物の連れ込みが僅かに確認されたものの、②への適合性は確認されている。 
※4 H26 年度 東京港基礎杭打設試験工事では、杭打設時における廃棄物等による杭内の閉塞、杭本体へのクラック発生により本工法の適用性は未検証である。 
※5 H28 年度 廃棄物埋立地盤における杭打設試験工事（尼崎沖）では、施工基準項目①への適合性が確認されなかった。 
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4.  モニタリング 

管理型海面最終処分場の廃棄物層及び底面遮水層を貫通する杭打設にあたっては、「最終処分場跡地

形質変更に係る施行ガイドライン」に準拠したモニタリングを必要とする。 

【解 説】 

4.1  モニタリングの基本方針 

管理型海面最終処分場の廃棄物層及び底面遮水層を貫通する杭打設にあたっては、生活環境上の支障

を生じるおそれがなく、かつ、遮水工の機能に支障が生じていないことをモニタリングにより確認する

必要がある。 

モニタリングの内容等については、「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガイドライン」に準拠する

ことを基本とした上で、特に底面遮水層を貫通する杭打設の実施により必要な事項については、本指針

に準拠するものとする。 

 

4.2  モニタリング項目 

モニタリング項目については、廃棄物の飛散・流出、悪臭、可燃性ガス等、放流水、周縁地下水、地

盤・構造物変位、地中温度の項目があるが、それぞれの測定項目や測定位置の目安、測定期間・頻度の

目安、測定方法については「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガイドライン」の内容に準拠した上で、

底面遮水層を貫通する杭打設の実施により必要となる、ケーシング内の掘削底面の廃棄物目視及び杭内

水位観測 の実施時期、頻度及び内容については、表 4-1 によることとする。 

なお、三重管工法については、適切な施工がされれば、オールケーシング工法により廃棄物が除去さ

れ、外周管により遮水性が確保されているため、施工中の確認は不要である。 
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表 4-1 施工中における確認事項と実施時期、頻度及び内容 

工 法 

項 目 
二重管杭工法 

実証試験結果を踏

まえた、施工中にお

ける確認事項の実

施時期、頻度及び内

容の設定に係る基

本的な考え方 

本工法は、実証試験で良好な結果が得られており、本杭打設までに廃棄物は掘削、

除去されるため、杭先端部及び周面部への廃棄物の連れ込みは生じないと考えられ

る。また、廃棄物の連れ込みによる“みず道”の形成や、本杭周面と底面遮水層が

密着しないことにより生じる遮水性の低下が生じにくいと考えられる。よって、施

工時における確認の頻度を減らすことができる。 

施
工
中
に
お
け
る
確
認
事
項 

ケーシング内の

掘削底面の廃棄

物目視 

実施時期（深度） 

ケーシング内掘削完了時 

実施頻度 

建物基礎：杭打設を伴う建物のうち、1 番目に杭を打設する建物を対象として 2

隅実施することを基本とする。 

2番目以降の建物については、近傍の確認結果を受けて、2隅、1隅、あるいは

確認不要とすることができる。 

橋梁基礎：杭打設を伴う橋台又は橋脚のうち、1 番目に杭を打設する橋台又は橋

脚を対象として 1地点実施することを基本とする。 

2 番目以降の橋脚又は橋台については、近傍の結果を受けて、確認対象とする

かどうかを判断することができる。 

実施内容 

掘削底面に杭打設によって連れ込まれるおそれがある廃棄物（特に、針金や紐状

の廃棄物）がないことを目視確認する。 

杭内水位観測 

実施時期（深度） 

掘削底面から底面遮水層を 5m以上残した深度 

実施頻度 

建物基礎：ケーシング内の掘削底面の廃棄物目視箇所での実施を基本とする 

橋梁基礎： ケーシング内の掘削底面の廃棄物目視箇所での実施を基本とする 

廃棄物の種類や層厚分布、底面遮水層（在来粘性土層）の層厚分布が把握されて

おり、廃棄物目視の結果によって連れ込まれるおそれがある廃棄物がない場合に

は、以降の確認を省略することができる。 

実施内容 

本杭を掘削底面から 2.5m 以上の深度を目安に打設し（ただし、打設後の杭先端部

から底面遮水層下端までの厚さを 5m 以上確保すること）、杭内水位を保有水等の

水位より 2m 程度下げた状態を初期値として、水位観測を 24 時間以上実施し、保

有水等の水位と設定した杭内水位との水頭差によって生じる水位変化量の推定値

よりも観測値が小さいことを確認する（“3.3.3 （2）杭内水位観測”参照）。 

杭内水位観測の実施に際し、杭自重による杭の自沈の可能性がある場合には、吊架台を設置するなど、

杭位置の保持について検討する必要がある。 
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5.  円滑な事業推進に向けて 

本指針を有効に活用して、円滑な事業推進を図るとともに、底面遮水層を貫通する杭打設の施行実績

を積み上げることで、より合理的な工法や適切な工法については、本指針の内容に反映していく必要が

ある。 

【解 説】 

施主、管理主体及び自治体といった全ての関係者が、底面遮水層を貫通する杭の打設に係る技術的内

容やその適正な施工に係る理解を深めるとともに、事業推進に係る情報を共有、連携し、合意形成がな

されることにより、円滑に事業を推進することが可能となる。 

加えて、底面遮水層を貫通する杭を打設する場合、厳格な施行が求められるが、今後、本指針を参考

にした実績を積み上げることで、より合理的な工法や適切な工法については、本指針の内容に反映して

いく必要がある。


